
 

 

 
News Release 

2023年 3月 31日 

JCOM株式会社 

テレビを使ったオンライン診療サービス「ケーブル・オンライン診療」 

2023年 4月 1日から全国で順次提供開始 

～ケーブルテレビによる地域 DXで医療課題の解決に貢献～ 

 

JCOM株式会社（J:COM、本社：東京都千代田区、代表取締役社長：岩木 陽一）は、ご家庭のテレビで診察・

服薬指導が受けられる遠隔医療サービス「ケーブル・オンライン診療」を全国のケーブルテレビ事業者向けに

2023年 4月 1日（土）から順次、提供開始します。「ケーブル・オンライン診療」サービスの普及により、全国ど

こでも誰もが、DXによる生活の利便性向上を感じ、持続可能な地域医療の発展を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本は超高齢社会を迎え、慢性疾患患者の増加や医師の地域偏在、介護負担の増加など、医療課題の対応

が急務な状況です。その解決策として、医療へのアクセスと在宅医療のクオリティ向上を可能とする、ICT を活

用した遠隔医療へと期待が高まる中、2018 年 4 月にはオンライン診療に関する診療報酬が新設されまし

た。さらに 2022年 3月には薬機法の一部改正により、初診からオンライン服薬指導の利用が可能となるな

ど、診療から処方薬の受け取りまでをワンストップでオンライン完結できるようになりました。 

一方、オンライン診療は特に医師が不足する地域においては有用なものと考えられていますが、現在のオンラ

イン診療の受診者は、約 8割が 50歳以下*1です。理由として、通院患者の大半を占めるシニア世代*2には、

従来のオンライン診療の主な利用デバイスであるスマートフォンの操作性などが受診障壁の一つであると考え

ております。 

 

「ケーブル・オンライン診療」は、2021年 7月より J:COMのサービスエリアで提供開始している、「J:COM オ

ンライン診療」のケーブル事業者向けサービスとなります。 

「ケーブル・オンライン診療」の特徴は、ご自宅のテレビと日頃お使いのリモコンを操作し医師や薬剤師とオンラ

インで診療から服薬指導が受けられるため、スマートフォンやタブレットの操作に慣れていないシニア世代の方

にも簡単に安心してご利用いただくことができます。高齢化が進む地域においては医療課題の解決につながる

サービスです。 

 

J:COMでは、全国のケーブルテレビ事業者と共に、長年、地域に根差し地域行政・民間企業と連携し地域課

題の解決を進めてきました。ケーブルテレビならではの知見を生かし、デジタルの力による地域の課題解決を

進め、持続的な地域社会の発展に貢献してまいります。 



 

J:COMが 2023年 4月 1日現在、「ケーブル・オンライン診療」の提供を予定しているケーブルテレビ事

業者は次のとおりです。 

 

株式会社ちゅピ COM 

   

 

 

【オンライン診療サービス 「ケーブル・オンライン診療」について】 

「ケーブル・オンライン診療」は、ご家庭で普段から利用されているテレビに、J:COMが開発したアプリを搭載し

た STB(CATVチューナー機器)を接続し、医療機関向けの国内主要オンライン診療システムを提供する株式

会社 MICINのオンライン診療サービス「curon（クロン）」を経由して診療が受けられるサービスです。 

日頃お使いのテレビ画面上で、医療機関の診察予約から問診、WEBカメラを通じて診察などが受けられま

す。また、「curon（クロン）お薬サポート」とも連携し、服薬指導の利用も可能です。オンライン服薬指導の利用

料の別途負担はなく、追加の費用負担なくご利用いただけます。 

 
 

*1：出典：総務省 令和 3年 情報通信白書より 
*2：出典：令和元年 国民生活基礎調査より 

 

 

＜ 「ケーブル・オンライン診療」 利用者画面イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

JCOM株式会社について <www.jcom.co.jp/> 

JCOM株式会社（ブランド名 J:COM、本社：東京都千代田区）は、1995年に設立された国内最大手のケーブルテレビ事業・番組供給事業統括
運営会社です。ケーブルテレビ事業は、札幌、仙台、関東、関西、九州・山口エリアの 11社 65局を通じて約 563万世帯のお客さまにケーブル

テレビ、高速インターネット接続、電話、モバイル、電力、ホーム IoT等のサービスを提供しています。ホームパス世帯（敷設工事が済み、いつで

も加入いただける世帯）は約 2,217万世帯です。番組供給事業においては、14の専門チャンネルに出資及び運営を行い、ケーブルテレビ、衛星
放送、IPマルチキャスト放送等への番組供給を中心としたコンテンツ事業を統括しています。 

※世帯数は 2022年 12月末現在の数字です。 

 

■おうちのテレビ画面で受診できる 

 

■おくすりが自宅にとどく 

 


